



そこには, ｢(日本の) 政府は, 図書館や博物館が個別に運営しているデー
タベースを統合し, インターネットで目録や所在地を一括検索できるサイ
ト作りに乗り出す｡ 書籍や文化財などの知的資源を探しやすくし, 研究活
動の活性化や新たなビジネスの創出につなげる狙いだ｡ 来年 (2019年) １～
２月頃に試験運用を始め, 2020年の本格運用を目指す｣ とある｡ そして,
その記事は ｢サイトの名称は ｢ジャパンサーチ (仮称)｣｡ 内閣府が音頭を
取り, 国立国会図書館, 国立博物館を運営する国立文化財機構, 国立公文
書館, 国立美術館, 公益財団法人 ｢放送番組センター｣ など, 10以上のデー
タベースを束ねて始動する予定だ｡ 全国の大学や博物館などにも参加を呼
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2018年調査では国民ひとりあたり GDP (購買力平価換算) は世界で31位













いうまでもないことであるが, アメリカ連邦議会図書館1) は, 世界最大
規模の図書館である｡ いま (2018年９月) その公式ホームページをのぞく
と, 3,900万冊の図書を含め, １億6,400万点以上の資料を擁し, そこに同








2016－09/30/2017) では, 著作権局に電子納本 (e-deposit) されたものの
うち, 43,248点の電子書籍と79,346タイトルの電子雑誌 (20,901,085点の
デジタルファイルを含む) が議会図書館のデジタル資料として受入れられ
ている3)｡ 同じく2017会計年度の資料保存業務統計4) によれば, 既存所蔵
資料のデジタル化に関しては, 紙媒体資料をデジタル化したものが38,144
点, オーディオ資料については9,542点, ビデオ資料が24,272点, 映画作
品資料については1,542点が新たにデジタル資料として複製されている｡
議会図書館が実施しているプロジェクトのひとつに, UNESCOの支援
を得て, 世界中の図書館, 文書館, 博物館, 教育機関, および国際的な組
織と協力して行われているワールド・デジタルライブラリー (World







H. ビリントン ( James Hadley Billington 1929)6) の時代にはじまる｡ 議
会図書館の全米デジタルライブラリープログラム (National Digital Library






たこともあって, ケロッグ財団 (W. K. Kellogg Foundation)7) の資金援助
を受けて, 1995年から本格的にはじめられた8)｡
一方, 連邦議会図書館の外では, 2005年10月に Yahoo!, インターネッ
トアーカイブ, カリフォルニア大学, トロント大学等によって Open
Content Allianceが設立されている｡ Open Content Alliance は, アクセス
可能なデジタルスキャン文献の恒久的なアーカイブの構築を進めている｡
現在では, アメリカ国内外の50以上の研究図書館や研究機関がこの事業に
かかわっている｡ 議会図書館は, この Open Content Allianceの開発した
技術に眼をつけた｡ Open Content Allianceのために恒久的なデジタル化コ
ンテンツの蓄積とアクセスを提供するそのウェブサイトを運営するインター




2007年に議会図書館はアルフレッド・P・スローン財団 (Alfred P. Sloan
Foundation)10) から200万ドルの助成金を得て, パイロットプロジェクト
｢アメリカの印刷物のデジタル化｣ 事業 (‘Digitizing American Imprints’





した｡ 対象となった資料の目次, 章節, 巻末索引などをもとに, メタデー











ユネスコの当時の事務局長, 松浦晃一郎 (1937)13) とビリントンとの共
同開催の記念行事からである｡ その日に, 議会図書館を含む世界中の著名










プト, 中国, フランス, イラク, イスラエル, 日本, マリ, メキシコ, オ
ランダ, カタール, ロシア, サウジアラビア, セルビア, スロバキア, 南







農学図書館16), 国立教育図書館17), 国立医学図書館18), そして国立交通図




1965年, 議会図書館と連邦予算局 (現在は行政管理予算局) は, 共同して
連邦図書館委員会 (Federal Library Committee) を設置し, 現在では拡充
され, 連邦図書館・情報センター委員会 (Federal Library and Information









連邦図書館情報ネットワーク, The Federal Library and Information















事務局, 国防技術情報センター, 空軍省, 陸軍省, 海軍省, 大統領府, 政
府出版局, 航空宇宙局, 国立公文書記録管理局, 全米科学財団, 全米技術





















のアクセスを提供すること｣ (Acquire, preserve, and provide access to a uni-















② 出版社から日常的に CIP (cataloging in publication)25) 付与のために公
刊前に提供される電子書籍を手掛かりとして最新刊行物の電子版の受入










べく, ウェブアーカイビングの利用を拡大する｡ NARA26), GPO27)その
他の連邦政府諸機関と協力し, 政府のサイトにあげられているコンテン












ては, 選択的収集に努める｡ 新しく作成する収集方針 (Collections
















能性 (sustainability) を考慮し, 長期にわたる安定的アクセス可能性 (ac-
cessibility) を重視するものとされる｡ また, 受入れ資料を発行販売する
出版社が保有する著作権は尊重しつつも, 権利内容が浮動的なライセンス
(使用許諾) 契約はできるだけ回避するとの姿勢がとられている｡




















(Recommended Formats Statement)28) と名称が改められ, これはその後継
続的に見直しが繰り返され, 現在では20182019年版29) が作成されている｡




つが ｢アメリカ市民に対して, 彼らを賢明にし, 鼓舞し, それぞれの仕事
を享受するうえで必要とされる, 豊かにして多様な, そして永遠の知識の




















７つの分類にしたがい, 受入れ・保存に関して優先的 (preferred) 仕様と































米国議会図書館 (LC) のブログ “The Signal Digital Preservation” が, 所
蔵資料のデジタル化事業への無償協力を呼び掛ける記事を掲載しています｡
営利／非営利を問わず, デジタルコンテンツ業界 (電子出版社, 配信業者,





























個々の具体的 ｢第三者機関デジタル化契約｣ の締結については, 雛形33)
に従うものとされ, 個々の契約の締結とその中身は秘密ではなく, 公開の
情報とされる｡ 個々のデジタル化契約自体を市民に公開する趣旨は, 開か











書館等による‘特権的’複製 (library privilege) を認める108条の適用を
妨げるものではない｡ また, 第三者機関が行う優先順位が高くない資料の
デジタル化については, 議会図書館としては歓迎するものではないが, ３







アメリカ合衆国法典 (United States Code) の第２編 (Title 2) の第５
章 (Chapter 5) は, 連邦政府機関としての議会図書館 (Library of
Congress) について, その組織や財源, 所掌事務などに関して一般的な定
めを置いている｡ その156条は‘議会図書館信託基金34) 委員会への寄付等’
(Gifts, etc., to Library of Congress Trust Fund Board) という条文見出しを
もち, ｢議会図書館信託基金委員会35) は, 同委員会, および議会図書館に
関する両院合同委員会の承認を得て, 議会図書館の整備のため, そのコレ
クション, またそのサービスの充実のために, 寄付, 遺贈, もしくは諸種
の財産を受付け, 受領し, 保有し, そして管理運用する権限を有する｣ と
定めている｡ そして, 161条では, ｢(議会図書館信託基金) 委員会へのそ
れを含む, 議会図書館に対する, またはその利益に資する寄付もしくは遺
贈または諸種の財産譲渡, およびそれらの運用果実については, コロンビ









ないので, わたしの飼育係であった Scholarly Programの担当者とプログ
ラムのボスにその旨の話をした｡ すると, わたしのつたない英語を聞いて
くれたボスがやおら直接ビリントンに ‘Hi, Bill’ と内線電話をしてくれた｡
ビルの答えは ｢いいよ, 会ってあげる｡ いつ？｣ との返事｡ ところが副学
長が指定した日については ｢ベネファクター (benefactor) に会う日で,





















｢国立国会図書館の役割｣ (羽入佐和子：2017)37) によれば, 国立国会図書
館は, 2017年３月現在, 4,266万点の資料を所蔵し, そのうち260万点がデ
ジタル化されている｡ 国立国会図書館サーチ (NDL Search) を充実強化
し, 分野横断的なメタデータ検索の統合システム ｢ジャパンサーチ (仮称)｣
の構築に取組み, オープンサイエンスを推進とのことである｡ ｢第四期国
立国会図書館科学技術情報整備基本計画｣38) においては, 国立情報学研究











(1936) 先生のとき, 2009 (平成21) 年度の補正予算で127億円の所蔵資
料デジタル化経費が認められた｡ 例年の国立国会図書館のデジタル化予算
額の約100倍に相当する規模40) が計上された｡ 2015 (平成27) 年度にも前
年度の補正予算10億円で災害・防災関係資料等 (約９万冊) のデジタル化
が行われている｡ 現在では ｢資料デジタル化基本計画20162020｣ (平成28.





































ラップ (Verner Warren Clapp 19011972) とアメリカ図書館協会東洋部
委員長であったチャールズ・H・ブラウン (Charles Harvey Brown 1875
1960) が招かれ, この二人が1948 (昭和23) 年１月６日に ｢国立国会図
書館法に関する勧告｣42) を提出している｡ この勧告にしたがって現行の国
立国会図書館法 (昭和23.2.9 法律第５号) が成立をみた｡
議会図書館をなぞって作成されたこの法律に 2 USC 156の精神をうた
う規定がないはずはないと思われる読者が少なくないであろう43)｡ その通
りである｡ 国立国会図書館法の26条１項は ｢(国立国会図書) 館長は, 国
立国会図書館に関し, その奉仕又は蒐集資料に関連し, 直ちに支払に供し
得る金銭の寄贈を受けることができる｣ と定め, 同条２項には ｢この場合
には両議院の議院運営委員会の承認を得なければならない｣ とある｡ この
規定に関して, 国立国会図書館では現在どのように受け止められているの





図書館の職員に限られるはずがない｡ 年間 (2017年度) 58兆円しか税収が
ないのに, 100兆円に近い予算を組み, 国の借金は1087兆円, 国民１人当
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に開催された第16回国会衆議院本会議の議事録46) から, 伊東岩男 (1888
1966) 議員 (自民党, 衆議院図書館運営委員長でもあった) の発言を拾っ
ておきたい｡
｢国会図書館の運営については, 昨年度 (1952 (昭和27) 年度) の補
正予算に, PBレポートを米国より購入する費用として6,000万円が計上
せられたのでありますが, すでにその一部は到着いたしました｡ PBレ




きに, わが国の学術界, 産業界に及ぼす影響は, はかり知り得ないもの





















1) 1800年に連邦議会議事堂内に創設｡ 1814年, イギリスとの戦争で議事堂と
ともに議会図書室も消失した｡ その後, 議事堂は再建され, トマス・ジェファー
ソン (Thomas Jefferson 17431826) の蔵書を購入するなどして議会図書室
も再出発するが, 1851年に議事堂はまた火災にあい, 議会図書室とその蔵書




の情報センター』 (中公新書, 1998) が便利であるが, 本稿の対象とする議
会図書館のデジタル化の動きは同書発刊後のことなので, カバーできるはず
もない｡
2) https : //www.loc.gov / about /general-information /
3) Annual Report, FY 2017 (PDF, 7 MB), p. 18. https : //www.loc.gov /portals /
static / about / reports-and-budgets /documents / annual-reports / fy2017.pdf
4) Annual Report, FY 2017 (PDF, 7 MB), p. 86.
5) Annual Report, FY 2017 (PDF, 7 MB), p. 24.
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1862年に A. リンカーン大統領 (Abraham Lincoln 18091865) が国家基本法
(Organic Act) に署名したときには農務省図書館であったが, 1962年に正式
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Recent Trends in Material Digitizing
and Digital Contents Collecting
around the Library of Congress
YAMAMOTO Jun-ichi
So-called Japan Search Project that the author happened to look at in news-
papers August in 2018 could be considered in this paper. The Japanese news-
papers had written the national project guided by the Cabinet Office of
Japanese Government separate from worldwide digitalization and digital con-
tents movement. This paper would introduce and discuss various digital li-
brary programs and lots of related projects of the United States, essentially
focusing on the Library of Congress. The Library of Congress launched digiti-
zation of possessed materials in the Billington Librarian period, including
American Memory Project.
On the other hand, Federal government libraries has organized, and man-
aged FEDLINK that is one of the largest library network in the world.
In recent years, the Library of Congress has collected born-digital material
as they are. And the Library has been wrestling with possessed and
unpossessed materials digitization carried out by the third party with a little
money or without money. In addition to material digitization, the Library an-
nounces ‘Recommended Formats Statement’ to the public in order to make
collected materials survive a long time.
